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横浜市建築基準法施行細則 新旧対照表                         

(施行日：令和元年６月14日（黄色マーカー部に関する改正は建築基準法の一部を改正する法律（平成30年法律第67号）と同日施行、水色マーカー部に関する改正は令和元年10月１日施

行）） 

旧 新 

（申請書等の提出） 

第４条 法、政令、省令、条例及びこの規則の規定により市長に提出する申請書、

届書及び報告書（以下この項において「申請書等」という。）は、横浜市建築局建

築指導部（以下「建築指導部」という。）に提出するものとする。ただし、法第42

条第１項第５号の規定による道路（条例第56条の３第２項第１号ただし書の規定

により市長がやむを得ないと認める道路、同項第２号ただし書の規定により市長

が支障がない若しくはやむを得ないと認める道路又は同項第３号ただし書の規定

により市長がやむを得ない若しくは必要がないと認める道路を除く。）の位置の指

定に係る申請書等は横浜市建築局宅地審査部（以下「宅地審査部」という。）に提

出するものとする。 

（第２項省略） 

（申請書等の提出） 

第４条 法、政令、省令、条例及びこの規則の規定により市長に提出する申請書、

届書及び報告書（以下この項において「申請書等」という。）は、横浜市建築局建

築指導部（以下「建築指導部」という。）に提出するものとする。ただし、法第42

条第１項第５号の規定による道路（条例第56条の３第２項第１号から第６号まで

のただし書又は第８号の規定に基づき、市長が周囲の状況によりやむを得ないと

認める場合に係るものを除く。）の位置の指定に係る申請書等は、横浜市建築局宅

地審査部（以下「宅地審査部」という。）に提出するものとする。 

 

 

   （第２項省略） 

（特定建築設備等の定期報告） 

第７条 法第12条第３項の規定により市長が指定する特定建築設備等（同項に規定

する特定建築設備等をいう。以下同じ。）は、次に掲げるものとする。 

(1) 小荷物専用昇降機で、昇降路の全ての出し入れ口の下端が当該出し入れ口が

設けられる室の床面よりも50センチメートル以上高いもの。ただし、一戸建の

住宅又は長屋若しくは共同住宅の住戸に設けられたものを除く。 

（第２号及び第３号省略） 

２ 法第12条第３項の規定による報告（以下この条及び第７条の２の２において「特

定建築設備等に係る定期報告」という。）の時期は、毎年（省令第６条第１項の国

土交通大臣が定める検査の項目にあっては、当該特定建築設備等の設置者が法第

87条の２において準用する法第７条第５項又は法第７条の２第５項の規定による

（特定建築設備等の定期報告） 

第７条 法第12条第３項の規定により市長が指定する特定建築設備等（同項に規定

する特定建築設備等をいう。以下同じ。）は、次に掲げるものとする。 

(1) 小荷物専用昇降機で、昇降路の全ての出し入れ口の下端が当該出し入れ口が

設けられる室の床面よりも50センチメートル以上高いもの。ただし、一戸建て

の住宅又は長屋若しくは共同住宅の住戸に設けられたものを除く。 

（第２号及び第３号省略） 

２ 法第12条第３項の規定による報告（以下この条及び第７条の２の２において「特

定建築設備等に係る定期報告」という。）の時期は、毎年（省令第６条第１項の国

土交通大臣が定める検査の項目にあっては、当該特定建築設備等の設置者が法第

87条の４において準用する法第７条第５項又は法第７条の２第５項の規定による
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検査済証の交付（以下この項において「検査済証の交付」という。）を受けた日の

属する年（市長が認める場合には、市長が定める年）から起算して３年を経過し

た年又は３の倍数の年を経過したごとの年に限る。）、次の各号に掲げる区分に応

じ、当該各号に定める時期とする。この場合において、法第12条第３項の規定に

よる検査（次項及び第７条の２の２第３項において「定期検査」という。）の時期

は、特定建築設備等に係る定期報告を行う日前１箇月以内でなければならない。 

（各号並びに第３項及び第４項省略） 

検査済証の交付（以下この項において「検査済証の交付」という。）を受けた日の

属する年（市長が認める場合には、市長が定める年）から起算して３年を経過し

た年又は３の倍数の年を経過したごとの年に限る。）、次の各号に掲げる区分に応

じ、当該各号に定める時期とする。この場合において、法第12条第３項の規定に

よる検査（次項及び第７条の２の２第３項において「定期検査」という。）の時期

は、特定建築設備等に係る定期報告を行う日前１箇月以内でなければならない。 

   （各号並びに第３項及び第４項省略） 

（認定申請） 

第９条 法第86条第１項若しくは第２項、法第86条の２第１項、法第86条の８第１

項若しくは第３項                             

      又は省令第10条の４の２第１項の認定関係規定の規定により認定を

受けようとする者は、当該認定の申請の際、案内図、配置図その他当該認定を受

けようとする事項の審査に必要な図書及び書類を市長に提出しなければならな

い。 

（第２項から第４項まで省略） 

（認定申請） 

第９条 法第86条第１項若しくは第２項、法第86条の２第１項、法第86条の８第１

項若しくは第３項（法第87条の２第２項において準用する場合を含む。）、法第87

条の２第１項又は省令第10条の４の２第１項の認定関係規定の規定により認定を

受けようとする者は、当該認定の申請の際、案内図、配置図その他当該認定を受

けようとする事項の審査に必要な図書及び書類を市長に提出しなければならな

い。 

（第２項から第４項まで省略） 

（建蔽率の緩和） 

第13条 法第53条第３項第２号の規定により指定する敷地は、次の各号のいずれか

に該当し、かつ、敷地境界線の外周の長さの10分の３以上が当該各号に掲げる道

路、道又は空地に接するものとする。ただし、当該道路、道又は空地が交差し、

又は折れ曲がる場合において、その部分の内角が120度を超えるときは、この限り

でない。 

（第１号から第４号まで省略） 

(5) ２の法第42条第２項の規定により指定された道（みなし境界線のうち建築物

を建築しようとする敷地側の線と道との間の部分を道路状に整備していない

ものを除く。）のみなし境界線が交わる箇所を含む敷地であって、当該箇所が

角地の隅角をはさむ辺を二等辺とする三角形の底辺を２メートル以上とする

（建蔽率の緩和） 

第13条 法第53条第３項第２号の規定により指定する敷地は、次の各号のいずれか

に該当し、かつ、敷地境界線の外周の長さの10分の３以上が当該各号に掲げる道

路、道又は空地に接するものとする。ただし、当該道路、道又は空地が交差し、

又は折れ曲がる場合において、その部分の内角が120度を超えるときは、この限り

でない。 

（第１号から第４号まで省略） 

 (5) ２の法第42条第２項の規定により指定された道（みなし境界線のうち建築

物を建築しようとする敷地側の線と道との間の部分を道路状に整備していな

いものを除く。）のみなし境界線が交わる箇所を含む敷地であって、当該箇所

が角地の隅角を挟む辺を二等辺とする三角形の底辺を２メートル以上とする
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すみ切りを設けたものであるもの 

（第６号及び第２項省略） 

隅切りを設けたものであるもの 

（第６号及び第２項省略） 

（計画変更等） 

第15条 （第１項省略） 

２ 建築主は、法第６条第１項（法第87条第１項、法第87条の２又は法第88条第１

項若しくは第２項において準用する場合を含む。）の規定により確認済証の交付を

受けた後、工事の完了又は用途の変更をする前に、省令第３条の２に規定する軽

微な変更をしようとするときは、その旨を建築主事に届け出るものとする。 

（第３項から第５項まで省略） 

６ 建築主は、法第６条第１項（法第87条第１項、法第87条の２又は法第88条第１

項若しくは第２項において準用する場合を含む。）の規定により確認済証の交付を

受けた後、工事の完了又は用途の変更をする前に、建築主、工事監理者若しくは

工事施工者の氏名若しくは住所又は設計者の住所を変更しようとするときは、第

12号様式２通に、当該確認済証を添えて建築主事に提出するものとする。 

７ 建築主は、法第６条の２第１項（法第87条第１項、法第87条の２又は法第88条

第１項若しくは第２項において準用する場合を含む。）の規定により確認済証の交

付を受けた後、工事の完了又は用途の変更をする前に、建築主、工事監理者若し

くは工事施工者の氏名若しくは住所又は設計者の住所を変更しようとするとき

は、届出年月日、建築主の住所及び氏名、確認の年月日及び番号並びに変更内容

を記載した名義の変更の届２通に、当該確認済証を添えて当該確認済証を交付し

（計画変更等） 

第15条 （第１項省略） 

２ 建築主は、法第６条第１項（法第87条第１項、法第87条の４又は法第88条第１

項若しくは第２項において準用する場合を含む。）の規定により確認済証の交付を

受けた後、工事の完了又は用途の変更をする前に、省令第３条の２に規定する軽

微な変更をしようとするときは、その旨を建築主事に届け出るものとする。 

（第３項から第５項まで省略） 

６ 建築主は、法第６条第１項（法第87条第１項、法第87条の４又は法第88条第１

項若しくは第２項において準用する場合を含む。）の規定により確認済証の交付を

受けた後、工事の完了又は用途の変更をする前に、建築主、工事監理者若しくは

工事施工者の氏名若しくは住所又は設計者の住所を変更しようとするときは、第

12号様式２通に、当該確認済証を添えて建築主事に提出するものとする。 

７ 建築主は、法第６条の２第１項（法第87条第１項、法第87条の４又は法第88条

第１項若しくは第２項において準用する場合を含む。）の規定により確認済証の交

付を受けた後、工事の完了又は用途の変更をする前に、建築主、工事監理者若し

くは工事施工者の氏名若しくは住所又は設計者の住所を変更しようとするとき

は、届出年月日、建築主の住所及び氏名、確認の年月日及び番号並びに変更内容

を記載した名義の変更の届２通に、当該確認済証を添えて当該確認済証を交付し
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た指定確認検査機関に提出するものとする。 

（第８項省略） 

た指定確認検査機関に提出するものとする。 

（第８項省略） 

（取下届及び取止届） 

第16条 （第１項省略） 

２ 建築主は、法第６条第１項（法第87条第１項、法第87条の２又は法第88条第１

項若しくは第２項において準用する場合を含む。）の規定により確認済証の交付を

受けた後に当該工事又は用途変更を取りやめようとするときは、第13号様式の２

の取止届２通を建築主事に提出するものとする。 

３ 建築主は、法第６条の２第１項（法第87条第１項、法第87条の２又は法第88条

第１項若しくは第２項において準用する場合を含む。）の規定により確認済証の交

付を受けた後に当該工事又は用途変更を取りやめようとするときは、届出年月日、

建築主の住所及び氏名、確認の年月日及び番号並びに敷地の地名地番を記載した

取りやめの届２通を当該確認済証を交付した指定確認検査機関に提出するものと

する。 

（第４項省略） 

５ 国の機関の長等は、法第18条第２項（法第87条第１項、法第87条の２又は法第

88条第１項若しくは第２項において準用する場合を含む。）の規定により通知をし

た後に当該通知を取り下げようとするときは、第13号様式２通を建築主事に提出

するものとする。 

６ 国の機関の長等は、法第18条第３項（法第87条第１項、法第87条の２又は法第

88条第１項若しくは第２項において準用する場合を含む。）の規定により確認済証

の交付を受けた後に当該工事又は用途変更を取りやめようとするときは、第13号

様式の22通を建築主事に提出するものとする。 

（取下届及び取止届） 

第16条 （第１項省略） 

２ 建築主は、法第６条第１項（法第87条第１項、法第87条の４又は法第88条第１

項若しくは第２項において準用する場合を含む。）の規定により確認済証の交付を

受けた後に当該工事又は用途変更を取りやめようとするときは、第13号様式の２

の取止届２通を建築主事に提出するものとする。 

３ 建築主は、法第６条の２第１項（法第87条第１項、法第87条の４又は法第88条

第１項若しくは第２項において準用する場合を含む。）の規定により確認済証の交

付を受けた後に当該工事又は用途変更を取りやめようとするときは、届出年月日、

建築主の住所及び氏名、確認の年月日及び番号並びに敷地の地名地番を記載した

取りやめの届２通を当該確認済証を交付した指定確認検査機関に提出するものと

する。 

（第４項省略） 

５ 国の機関の長等は、法第18条第２項（法第87条第１項、法第87条の４又は法第

88条第１項若しくは第２項において準用する場合を含む。）の規定により通知をし

た後に当該通知を取り下げようとするときは、第13号様式２通を建築主事に提出

するものとする。 

６ 国の機関の長等は、法第18条第３項（法第87条第１項、法第87条の４又は法第

88条第１項若しくは第２項において準用する場合を含む。）の規定により確認済証

の交付を受けた後に当該工事又は用途変更を取りやめようとするときは、第13号

様式の22通を建築主事に提出するものとする。 

（工事計画等に関する報告） 

第17条の３ 法第６条第１項又は法第18条第３項（これらの規定を法第87条第１項、

法第87条の２又は法第88条第１項若しくは第２項において準用する場合を含む。）

（工事計画等に関する報告） 

第17条の３ 法第６条第１項又は法第18条第３項（これらの規定を法第87条第１項、

法第87条の４又は法第88条第１項若しくは第２項において準用する場合を含む。）
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の規定により確認済証の交付を受けた建築物等について建築主又は築造主が別表

第５（ア）欄に掲げる工事を行う場合は、当該工事の工事監理者又は工事施工者

は、当該工事に着手する日の７日前までに同表（イ）欄に掲げる施工計画書等を、

法第７条第１項（法第87条の２又は法第88条第１項若しくは第２項において準用

する場合を含む。以下同じ。）及び法第７条の３第１項の規定による検査の申請又

は法第18条第16項（法第87条の２又は法第88条第１項若しくは第２項において準

用する場合を含む。以下同じ。）及び第19項の規定による通知をしようとする際併

せて同表（ウ）欄に掲げる施工結果報告書を建築主事に提出するものとする。 

２ 法第６条の２第１項（法第87条第１項、法第87条の２又は法第88条第１項若し

くは第２項において準用する場合を含む。）の規定により確認済証の交付を受けた

建築物等について建築主又は築造主が別表第５(1)の項（ア）欄又は(1)の２の項

（ア）欄に掲げる工事を行う場合は、当該工事の工事監理者又は工事施工者は、

当該工事に着手する日の７日前までにそれぞれ同表（イ）欄に掲げる施工計画書

等を市長に提出するものとする。 

の規定により確認済証の交付を受けた建築物等について建築主又は築造主が別表

第５（ア）欄に掲げる工事を行う場合は、当該工事の工事監理者又は工事施工者

は、当該工事に着手する日の７日前までに同表（イ）欄に掲げる施工計画書等を、

法第7条第１項（法第87条の４又は法第88条第１項若しくは第２項において準用す

る場合を含む。以下同じ。）及び法第7条の３第１項の規定による検査の申請又は

法第18条第16項（法第87条の４又は法第88条第１項若しくは第２項において準用

する場合を含む。以下同じ。）及び第19項の規定による通知をしようとする際併せ

て同表（ウ）欄に掲げる施工結果報告書を建築主事に提出するものとする。 

２ 法第６条の２第１項（法第87条第１項、法第87条の４又は法第88条第１項若し

くは第２項において準用する場合を含む。）の規定により確認済証の交付を受けた

建築物等について建築主又は築造主が別表第５(1)の項（ア）欄又は(1)の２の項

（ア）欄に掲げる工事を行う場合は、当該工事の工事監理者又は工事施工者は、

当該工事に着手する日の７日前までにそれぞれ同表（イ）欄に掲げる施工計画書

等を市長に提出するものとする。 

 



6｜横浜市建築基準法施行細則 新旧対照表 

別表第１          申請書に添えるべき図書 

 

 

 

(ア) 
(イ) 

図書の種類 明示すべき事項 

（(1)の項から(54)の項まで省略） 

(55) 条例第53条の２の規

定が適用される建築

物 

エレベーターの構造詳細図 

 

条例第53条の２の装置の位

置 

(56) （省  略） 

(57) （省  略） 

(58) （省  略） 

(58) 

の２ 
（省  略） 

(58) 

の２ 

の２ 

（省  略） 

（(58)の３の項から(73)の項まで省略） 

（新

設） （新  設） （新  設） （新  設） 

（(74)の項省略） 

（新

設） （新  設） （新  設） （新  設） 

 

（新  設） （新  設） （新  設） 

別表第１          申請書に添えるべき図書 

 

 

 

(ア) 
(イ) 

図書の種類 明示すべき事項 

（(1)の項から(54)の項まで省略） 

（削

除） （削  除） （削  除） 

(55) （省  略） 

(56) （省  略） 

(57) （省  略） 

(58) 
（省  略） 

(58) 

の２ （省  略） 

（(58)の３の項から(73)の項まで省略） 

(73)

の２ 

地下室マンション条

例第３条の２の規定

が適用される建築物 

既存不適格調書 既存建築物の基準時及び

その状況に関する事項 

（(74)の項省略） 

(74)

の２ 

都心機能誘導地区条

例第３条の２の規定

が適用される建築物 

既存不適格調書 既存建築物の基準時及び

その状況に関する事項 

  都心機能誘導

地区条例第３

条の２第２項

各階平面図 用途の変更に係る部分 



7｜横浜市建築基準法施行細則 新旧対照表 

（新  設） （新  設） 

（新

設） 
（新  設） 

（新  設） （新  設） 

（新  設） （新  設） 

（(75)の項から(79)の項まで省略） 

(80) 

（省  略） 

法第86条の４第１項の規定

の内容に適合することの確

認に必要な図書 
（省  略） 

（(81)の項省略） 

 

 

の規定が適用

される建築物 

床面積求積図 用途変更後の都心機能誘

導地区条例別表第２第１

項に掲げる用途に供する

部分の床面積の求積に必

要な建築物の各部分の寸

法及び算式 

(74)

の３ 

都心機能誘導地区条

例第３条の３の規定

が適用される建築物 

既存不適格調書 既存建築物の基準時及び

その状況に関する事項 

各階平面図 用途の変更に係る部分 

（(75)の項から(79)の項まで省略） 

(80) 

（省  略） 

法第86条の４の規定の内容

に適合することの確認に必

要な図書 
（省  略） 

（(81)の項省略） 



8｜横浜市建築基準法施行細則 新旧対照表 

 

 

 

 

 

指 定 年 月 日 年 月 日 

指 定 番 号   第   号 

公 告 年 月 日 年 月 日 

公 告 番 号   第   号 

図 面 作 成 者 
住 所 氏 名 

（削 除）  ○印 

（注意）１ 付近見取図は、地籍図と方位を一致させ、最寄り駅その他の目標物を正確に記入してください。 

    ２ 敷地計画図には、地番境及び地番を記入してください。 

    ３ 図面の縮尺は、600分の１以上（各部構造図については、50分の１以上）としてください。 

    ４ 単位は、「メートル」（小数点以下については、３位以下を切り捨て、２位まで）としてください。 

第８号様式（第10条第１項・第３項） 

（Ａ２）以上 

方     位 

申 請 道 路 

既 存 道 路 

廃止される道路 

都 市 計 画 道 路 

予 定 道 路 

下     水 

地  番  境 

敷  地  境 

既 存 建 築 物 

指 定 済 道 路 
指定年月日及び指定番号

を記入してください。 

※ 改正箇所：見え消し 


